
四日市市告示第 １０８ 号 

新型コロナウイルス感染症に対応するための保証料補助金交付要綱を次のように定める。 

令和２年 ３月 ２５日 

四日市市長 森 智広 

 

新型コロナウイルス感染症に対応するための保証料補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、市内の中小企業者（以下「中小企業者」という。）で、新型コロナウイルス感染

症による売上高減少等の事由により、セーフティネット保証４号、セーフティネット保証５号、危機

関連保証に関する融資（以下これらを「対象融資資金」という。）を利用した場合に、本市が予算の

範囲内で保証料を補助することについて、四日市市補助金等交付規則（昭和５７年四日市市規則第１

１号）に定めるもののほか必要な事項を定め、もって中小企業者の経営の安定に寄与することを目的

とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）セーフティネット保証４号に関する融資 中小企業信用保険法（昭和２５年法律第２６４号）

第２条第５項第４号の認定を受けた者を対象とする融資をいう。 

（２）セーフティネット保証５号に関する融資 中小企業信用保険法第２条第５項第５号の認定を受

けた者を対象とする融資をいう。 

（３）危機関連保証に関する融資 中小企業信用保険法第２条第６項の認定を受けた者を対象とする

融資をいう。 

 

（補助対象者） 

第３条 補助対象者は、市税を完納した者のうち次の各号に定める期間に対象融資資金を利用した中

小企業者とする。 

（１）セーフティネット保証４号に関する融資については、令和２年３月２日から同年６月３０日

まで 

 （２）セーフティネット保証５号に関する融資については、令和２年３月６日から同年６月３０日

まで 

 （３）危機関連保証に関する融資については、令和２年３月１３日から令和３年１月３１日まで 

 

（補助金額） 

第４条 補助金の額は、貸付金額に次の各号に定めた補給率により計算して得た保証料相当額とす

る。 

 （１）セーフティネット保証４号に関する融資については、０．２％以内 

 （２）セーフティネット保証５号に関する融資については、０．２４％以内 



 （３）危機関連保証に関する融資については、０．２％以内 

 

（交付申請） 

第５条 中小企業者が補助金の交付を受けようとするときは、新型コロナウイルス感染症に対応する

ための保証料補助金交付申請書（第１号様式）に次の各号に掲げる書類を添えて市長に申請しなけ

ればならない。 

 （１）金融機関の発行する信用保証料受入証明書 

 （２）その他、市長が必要と認める書類 

 

 （交付決定） 

 第６条 市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、三重県信用保証協会に確認した

うえ、適当と認めたときは、補助金の交付を決定し、新型コロナウイルス感染症に対応するため

の保証料補助金交付決定通知書（第２号様式）により中小企業者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の通知を行う場合において必要と認めたときは、条件を付することができる。 

 

 （補助金の請求） 

第７条 前条の規定により補助金の交付決定通知を受けた中小企業者は、速やかに新型コロナウイル

ス感染症に対応するための保証料補助金交付請求書（第３号様式）に完納証明書を添えて、市長

に補助金の交付を請求するものとする。 

 

 （補助金の交付） 

第８条 市長は、前条の請求の基づき、速やかに補助金を交付するものとする。 

 

 （決定の取消し） 

第９条 市長は、中小企業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の交付の決定

の全部又は一部を取り消し、既に交付した補助金の全部又は一部の返還を命じることができる。 

 （１）偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

 （２）その他市長が特に必要があると認めたとき。 

 

 （事業評価） 

第１０条 市長は、当該事業に関する評価を常に行い、その必要性及び効果について十分に検証する

ものとする。 

２ 市長は、前項による検証の結果、必要と認めたときは、要綱の改正又は廃止その他適正な措置を

講ずるものとする。 

 

 （その他） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、この補助金の交付に必要な事項については、市長が別に定

める。 



 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和２年３月２５日から施行し、令和２年３月２日から適用する。 

 （要綱の失効） 

２ この要綱は、令和３年３月３１日限りその効力を失う。ただし、同日までに第６条に規定する交付

決定を受けた中小企業者に係る補助金については、この要綱の規定は、この要綱の失効後も、なおそ

の効力を有する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第１号様式から第３号様式を次のように定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第１号様式（第５条関係） 

年   月   日 

 

四日市市長 

（申請者） 

住 所 

名 称 

代表者               印 

 

新型コロナウイルス感染症に対応するための保証料補助金交付申請書 

 

 新型コロナウイルス感染症に対応するための保証料補助金交付要綱第５条に基づき、次のとおり申請

します。 

 また、当該申請をするとともに市税を完納していることについて申述します。なお、完納証明書につ

いては、同要綱第７条に基づく請求を行う際に提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（添付書類） 

□ 信用保証料受入証明書 

□ その他、市長が認める書類 

  



第２号様式（第６条関係） 

商 工 第   号 

 

住 所 

名 称 

代表者 

 

新型コロナウイルス感染症に対応するための保証料補助金交付決定通知書 

 

    年  月  日付けで交付申請のあった新型コロナウイルス感染症に対応するための保証料

補助金については、新型コロナウイルス感染症に対応するための保証料補助金交付要綱第６条に基づ

き、下記のとおり交付することに決定したので通知します。 

 

    年   月   日 

 

四日市市長 

 

記 

 

 １ 補助金額      金            円 

 

 ２ 補助金交付の条件 

  （１）四日市市補助金等交付規則（昭和５７年四日市市規則第１１号）及び新型コロナウイルス感染

症に対応するための保証料補助金交付要綱の規定を順守すること。 

  （２）この補助金の交付に係る関係書類は、事業完了後５年間保存すること。 

  （３）この補助金の交付については、後日市が監査を行うことがある。 

  （４）新型コロナウイルス感染症に対応するための保証料補助金交付要綱第７条に基づき、補助金を

請求する際に、完納証明書を提出すること。提出がない場合は補助金の交付ができない場合があ

る。 

  



第３号様式（第７条関係） 

年   月   日 

 

四日市市長 

（申請者） 

住 所 

名 称 

代表者               印 

 

新型コロナウイルス感染症に対応するための保証料補助金交付請求書 

 

 新型コロナウイルス感染症に対応するための保証料補助金交付要綱第７条の規定に基づき、補助金を

請求します。 

 

補助金額 金               円 

 

 

 

振込希望口座 

          銀行            支店 

          金庫 

          農協            出張所 

 

＜口座種別＞  普通     当座 

＜口座番号＞ 

       

＜口座名義人(フリガナ)＞ 

 

 

 

 


